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聴覚障害のあるアルコール症者のグループ検討会 代表 稲　淳子

概要

　本研究では、聴覚障害のある人同士で手話を言語とした依存症からの回復を目指すグループの設立を目標と
し、そのためには聴覚障害とアルコール依存症を併存することによる影響や支援技術を、それぞれの支援者が互
いに学びあいながらグループ設立に向けた準備を行うとともに、対象者の発見や治療ギャップの解消、支援人材
の育成のための活動に取り組むこととした。定期的な学習会や啓発のための研修会を開催し、支援者ガイドを作
成した。
　活動の結果、聴覚障害支援者とアルコール依存症支援者の双方に、情報不足と学ぶ機会の欠如があり、生活背
景の理解や情報保障の不十分さが共有された。支援者同士が互いの専門性を学び合うことが医療につながりに
くいという課題の改善につながり、作成した支援ガイドも有用と評価された。
　一方で、地域外への啓発不足や手話学習・資料改善のニーズ、活動の持続可能性などが今後の課題であり、支
援者ネットワークを広げつつグループ設立に向けた研究が求められている。
　こうした事業を行うにあたり必要な資金や会場の確保などに苦慮していたところ、三菱財団社会福祉研究助成
を得られたことにより、課題の可視化と理解及び連携の促進を図ることができました。この場をお借りして御礼
申し上げます。

背景および目的

　全国の聴覚障害者数は 37.9万人（令和 4年) と推計される 1)。聴覚障害者は、音声言語を使用する集団の中で
生活全般においてコミュニケーション障壁に直面しやすく、情報アクセスの制限や誤解による慢性的ストレスを
抱えやすい。また、家庭内コミュニケーション不全やいじめ経験など、心理社会的ストレスの蓄積が多いことが
指摘されている 2)3)4)。これらの要因は、依存症のリスク要因である「孤立」「ストレス」「援助の求めにくさ」
と密接に関連する。
　アルコール依存症においては、令和 6年度依存症に関する調査研究事業 「飲酒と生活習慣に関する調査」 に
よれば、生涯に一度でもアルコール依存症の診断基準を満たす人は、全国で約 64.4万人と推計され、さらに、過
去 1年間にアルコール使用障害が疑われる者は、全国で約 304.1万人と推計されている 5)。
　国内には統計がないものの、米国の物質乱用・精神保健サービス局（SAMHSA）は、障害者は非障害者と比較
してアルコール依存症を含む物質使用障害の有病率が高く、治療アクセスが著しく低いと指摘している。この治
療ギャップは、医療機関のアクセシビリティ不足、コミュニケーション障壁、障害特性への理解不足、誤診・未
診断のリスクなど、複数の要因が複雑に絡み合うことで生じるとしている 6)。 同様のことは国内の聴覚障害者の
受療において指摘されている 7)。
　聴覚障害者のコミュニティは精神的な支えとなる一方、飲酒が社交の中心になることがある。聞こえる人の中
で長い時間を過ごす聴覚障害者にとって、同じ聴覚障害者同士で集う楽しいリラックスした時間となる場が飲酒
の場であることで飲酒機会が増えアルコール依存症に進行する人もいるものの、情報が制限されがちな聴覚障害
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者のコミュニティの中で「依存症は病気」との理解がされず、治療につながらないまま病状が進行している事例
がある。
　アルコール依存症の治療には個別の精神療法や認知行動療法的な考え方に基づく集団精神療法や自助グルー
プへの参加が有効とされている 8)ものの聴覚障害者が集団精神療法や自助グループに健聴者同様に当たり前の
ように参加できているとは言えず、聴覚障害のあるアルコール依存症者は依存症治療につながった後にも障害に
応じた治療環境が保障されないことがある。海外には聴覚障害のあるアルコール依存症者の自助グループがあ
る 9)が、国内では過去に取り組みがあったものの現在はなく、回復に必要な自助グループに手話通訳等を利用し
て参加している人はわずかにすぎない。
　そこで筆者らは事例を通して知り合った支援者同士で当会を発足し、聴覚障害のある人でアルコール関連問題
がある人への支援について検討することとした。
　当会設立後に支援者同士で情報交換をすると、大阪府下において聴覚障害がありアルコール関連問題のある人
は複数いるとわかったものの、依存症治療に欠かせない集団精神療法が健聴者中心に実施されるためストレスを
生じ、仲間意識も形成されにくく治療中断しやすいことや、そもそも支援者自身が聴覚障害やアルコール依存症
についての理解が不足していることがわかった。そこで当会の目標を、聴覚障害のある人同士で手話を言語とし
たグループを設立することとし、聴覚障害支援者とアルコール依存症支援者が互いの支援技術に学びあいなが
ら、グループ設立に向けた準備を行うとともに、対象者の発見や治療ギャップの解消、支援人材の育成のための
活動に取り組むこととした。

方法

1. 広報活動：聴覚障害のあるアルコール依存症者の支援への関心を喚起するために、当会のチラシを作成し配布
する。
2. 学習会の開催：聴覚障害者の理解や支援方法、言語文化の違い、依存症の理解や支援方法などの学習会を定期
的に開催する。
3. 手話を言語とした依存症者のグループ設立に向けたイベントを開催する。
4. 聴覚障害のあるアルコール依存症者への回復支援テキストを作成する。

結果および考察

１， 当会のチラシを 500部作成し、配布した。別紙１
２， 毎月 1回学習会（定例会）を開催した。手話の学習、事例を通して聴覚障害者支援に必要な知識や社会資源
の活用方法、ろう文化、アルコール依存症者支援の知識や支援技術についてディスカッションを行った。別紙２
３， 研修会「聴覚障がいとアルコール依存症」を開催し、研修会の効果についてアンケート調査を実施した。別
紙３
４， 「聴覚障がいとアルコール関連問題　理解とサポート　～支援者向けガイド～」を 7000部作成し、配布し
た。その効果についてアンケート調査を実施した。別紙４
　以上の取り組みにより、聴覚障害者にとっては情報格差によるヘルスリテラシーが不足しておりアルコール依
存症者にとっては病気それ自体への理解が不十分であるものの、それらを知り、解決方法を学ぶ機会が不足して
いることがわかった。研修会では生活背景や生活文化の理解と、情報保障が全く十分ではなくその手法のみなら
ず内容についても十分に精査される必要があることに多くの人が気づかされた。
　聴覚障害のあるアルコール依存症者の困難は実際より過小視されやすく、聴覚障害の支援者はアルコール依存
症支援の技術を、アルコール依存症の支援者は聴覚障害の支援技術を、学習会を通して相互に伝達しあうことで
「なかなか医療につながらない、治療継続が難しい」という支援者の困難感の解決につながった。社会資源の活
用についても互いの支援技術に学ぶところが多く、普及のために作成した支援ガイドは「役に立ちそう」との回
答が多かった。
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　今後の課題としては、研修会の開催は大阪府中河内二次医療圏を対象としたため他地域での啓発が不十分であ
ることと、研修会や支援ガイドのアンケート調査には「支援者向けの手話教室を開催してほしい」「文字が小さ
く見にくい。わかりにくい」というニーズもあるため解決方法を模索したい。また当会のように聴覚障害とアル
コール依存症について学び合い啓発していく団体は他に見当たらないため、この活動の持続可能な運営方法につ
いても検討を要する。アンケート調査では回答者の 20％が「聴覚障がい者でアルコールの問題のある人とかかわ
りがある」と答えている。支援者同士がつながることで当会の目的であるグループ設立に向けて対象者の呼びか
けやグループの構造及び運営についても更なる研究が課題である。
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